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平成２４年（ワ）第３６７１号・平成２５年（ワ）第３９４６号 

大飯原子力発電所差止等請求事件 

原 告  竹本 修三    外 

被 告  国      外１名 

 

証 拠 説 明 書 

（第１２準備書面関係・甲156～202号証） 

 

２０１５年（平成２７年）５月２７日 

京都地方裁判所 第６民事部合議はＡ係 御中 

               原告ら訴訟代理人 

               弁 護 士    出  口  治  男 

 

               同        渡  辺  輝  人 

外 

 

甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

156 

平成26年3月11日
ＮＨＫＷＥＢサ

イトニュース 

写

し 

平成26年3月11

日 
NHK 

原発周辺の住民などに対する

賠償金や原子炉の冷却費用な

どを基にした試算について、

平成 26 年 3 月時点では、東

電による最新の見通しでも

11兆 1600億円にのぼること

が明らかにされたこと 

 

157 

脱原発・新しいエ

ネルギー政策を

実現する会、２０

１１年１０月２

６日声明 

写

し 

2011 年 10 月 26

日 

脱原発・

新しいエ

ネルギー

政策を実

現する会 

政府が原発周辺の住民など

に対する賠償金や原子炉の

冷却費用などを基にした試

算額を平成 23 年 12 月に 5

兆 8000 億円（平成 23 年 12

月）と公表したことに対し

て、その見積には東電の見積

を参考にしたにすぎず、環境

被害や社会的被害も考慮す
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

ると 48 兆という見積も最低

限の見積であるとして、政府

見積が非常に甘いことを識

者が批判したこと 

158 

「原子力発電所

の過酷事故に伴

う被害額の試算」

(国民経済雑誌第

191巻第3号掲載) 

写

し 
2005年 朴勝俊 

晩発性障害、被爆防止措置

などの費用も考慮すると原

子力発電所の過酷事故に伴

う被害額の試算過酷事故の

損害費用は平均で６２兆

円、最悪の場合には２７９

兆円に上るとの試算。 

 

ｈ159 

放射性物質放出

データの一部誤

りについて 

 2011.10.20 

原子力安

全・保安

院 

福島第一原発事故による放

射性物質の放出量（推定値） 

160 

原子力発電所周

辺環境放射能測

定結果報告書 

 2011年 

福島県・

東京電力

株式会社 

福島第一原発周辺地域の事

故前後の放射線量 

161 

広域モニタリン

グ結果全体マッ

プ（１ｍ高さ） 

 2011.9.1 
文部科学

省 

福島第一原発周辺地域の事

故後の放射線量 

162 

①第6次航空機モ

ニタリングの測

定結果、及び②福

島第一原子力発

電所から80ｋｍ

圏外の航空機モ

ニタリングの測

定結果について 

 2013.3.1 
文部科学

省 

福島第一原発事故後、同原発

から２００ｋｍ圏内の放射

性物質の沈着状況及び空間

線量 

163 

原子力災害対策

特別措置法に基

づく食品に関す

る出荷制限等：平

成２７年５月２

５日現在 

 2015.5.25 
厚生労働

省 

福島第一原発事故による食

品の出荷制限の状況 

164 
週刊東洋経済オ

ンライン記事 
 2013.4.3 

東洋経済

新報社 

福島第一原発事故のあと、福

島の野生のサルで白血球の
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

数が減少していること等。 

165 
『海の放射能汚

染』 
 2012.6.12 湯浅一郎 

福島第一原発事故による海

洋汚染の状況等 

166 

『原発事故環境

汚染: 福島第一

原発事故の地球

科学的側面』 

 2014.10.4 
中島至映

ら編 
同上。 

167 東京新聞記事  2013.7.10  

福島第一原発で、２０１４年

４月から約１年の間に、７４

２０億ベクレルの放射性セ

シウムが海洋に放出され、そ

のうち、地下水経由が５１０

０億ベクレル、後述のＫ排水

溝経由が２０００億ベクレ

ルとされた。これは管理目標

値である２２００億ベクレ

ルの３倍超にも昇ること等 

168 時事通信記事  2014.9.8  

福島第一原発で、２０１３年

７月から２０１４年５月ま

での１０ヶ月間で福島第一

原発の湾内に出たストロン

チウム９０とセシウム１３

７が合計２兆ベクレルにの

ぼる可能性があること等 

169-1 時事通信記事  2014.10.14  

２０１４年１０月１３日に、

福島第一原発２号機東側の

井戸で採取された地下水か

らセシウム（セシウム１３４

および１３７）が１リットル

あたり２５万１０００ベク

レル（４日前の３．７倍）、

ストロンチウム９０などベ

ータ線を出す核種が７８０

万ベクレル（４日前の３．７

倍）、ガンマ線を出すコバル

ト６０やマンガン５４など

も護岸の観測用井戸の地下
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

水で過去最高となったこと

等 

169-2 日経新聞記事  2014.10.25  

２０１４１０月２４日に、福

島第一原発の原子炉建屋周

辺の井戸である「サブドレイ

ン」１本の地下水において放

射性セシウムが１リットル

あたり４６万ベクレルに上

昇して、やはり過去最高を記

録したこと等 

170 共同通信記事  2014.10.24  

２０１４年１０月２３日に、

１号機タービン建屋海側の

地下を通る水路にたまって

いる雨水の放射性物質濃度

が急上昇し、２２日には放射

性セシウムの濃度が１リッ

トルあたり１６万１０００

ベクレルに上昇したこと等 

171 産経新聞記事  2015.2.24  

２０１５年２月２４日に、福

島第一原発敷地に降った放

射能汚染された雨水が「Ｋ排

水溝」を通じて直接外海へ放

出されていたこと、しかもそ

れが２０１４年４月１６日

から毎週把握されながら放

置されていたこと等 

172 日経新聞記事  2015.2.25  同上 

173 毎日新聞記事  2015.3.5  

政府および東京電力は、福島

第一原発原子炉建て屋への

地下水流入を防ぎ、併せて海

洋への放出を防ぐための「凍

土遮水壁」を、１～４号機の

建屋を取り囲むように設置

する計画を立て、３２０億円

を投じて実行しているが、技

術的に成功するかすら未知

数である上、原子力規制委員
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

会の委員から不要論まで出

ている状況であること等 

174 東京新聞記事  2015.3.5  甲１７１と同様。 

175 東京新聞記事  2015.3.10  

Ｋ排水溝は常時１リットル

あたり１０ベクレル程度の

汚染があり、降雨時などに一

気に１００倍以上に放射能

汚染値が上がる状態だった

こと、さらに２０１５年３月

１０日には、処理水を貯蔵す

るタンクを囲う堰（せき）に

たまっていた汚染雨水が流

出したこと等 

176 東京新聞記事  2015.3.26  

福島第一原発敷地から、２０

１４年４月から約１年の間

に、７４２０億ベクレルの放

射性セシウムが海洋に放出

され、そのうち、地下水経由

が５１００億ベクレル、後述

のＫ排水溝経由が２０００

億ベクレルとされたこと、こ

れは管理目標値である２２

００億ベクレルの３倍超に

も昇ること等 

177 福島民報記事  2015.4.22  

２０１５年４月２１日には、

福島第一原発構内にたまる

雨水を排出するポンプがす

べて停止し、放射能汚染され

た雨水が外海へ漏れ出した

こと等 

178 産経新聞記事  2015.4.7  

福島第一原発に由来する放

射性物質がすでに太平洋を

横断してカナダでも検出さ

れるに至っていること等 

179 共同通信記事  2015.4.24  

２０１６年中に福島第一原

発に由来する８００テラベ

クレルの放射性セシウムが
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

北米大陸西岸に到達する、と

いう試算もされていること

等 

180 

「検査計画、出荷

制限等の品目・区

域の設定・解除の

考え方」 

 2013.3.19 

政府の原

子力災害

対策本部 

福島第一原発由来の放射性

物質に汚染された食品の検

査、出荷制限の体制等の状況 

181 

「汚染水漏洩と

水産物の安全性

について」 

 2015.1 水産庁 
規制値超えした水産物の量

など 

182 

「東日本太平洋

における水産物

の出荷制限操業

自粛等の状況に

ついて」 

 2015.4.2 水産庁 
操業規制、出荷制限がされて

いる水産物の種類、地域等。 

183 TOKYO Web 
写

し 
2014年9月11日 

株式会社

中日新聞

社 

原発関連死者の数。 

184 除染情報サイト 
写

し 
2012年 環境省 除染の方法。 

185 TOKYO Web  2014年4月27日 

株式会社

中日新聞

社 

除染の効果が十分ではなく

限界があること。 

186 
福島民報ウェブ

サイト 

写

し 
2015年2月28日 

株式会社

福島民報

社 

除染の進捗状況。 

187 
毎日新聞ウェブ

サイト 

写

し 
2015年4月29日 

株式会社

毎日新聞

社 

東京電力福島第 1 原発３号

機での使用済み核燃料プー

ルのある原子炉建屋最上階

の除染が難航していること。 

188 
河北新報ウェブ

サイト 

写

し 
2014年8月2日 

株式会社

河北新報

社 

除染の基準が恣意的なもの

であること 

189 
福島民報ウェブ

サイト 

写

し 
2014年8月19日 

株式会社

福島民報

社 

汚染土の仮置き場の設置状

況等。 

190 日本経済新聞ウ 写 2015年1月30日 株式会社 汚染土の量及び広がり等。 
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

ェブサイト し 日本経済

新聞社 

191 TOKYO Web  2015年1月20日 

株式会社

中日新聞

社 

移住者が急増していること

及びその数等。 

192 

「福島第一原子

力発電所」の現状

と廃炉に向けた

取り組み 

 2015.3 
経済産業

省 

福島第 1 原発の廃炉の説明

と方針 

193 

東京電力(株)福

島第一原子力発

電所１～４号機

の廃止措置等に

向けた中長期ロ

ードマップ（概要

版） 

 2011.12.11 

東京電力

株 式 会

社・国 

廃炉に向けた中長期のロー

ドマップの内容 

194 
廃炉・汚染水対策

の概要 
 2015.1.29 

経済産業

省 

2015 年 1 月時点での廃炉及

び汚染水対策の概要 

195 京都新聞記事  2015.2.27 
京都新聞

社 

高い放射線量が廃炉作業の

支障となっている事実 

196 京都新聞記事  2015.4.26 
京都新聞

社 

石棺方式で放射能を閉じ込

めるしかないとする小出裕

章氏が語っている事実 

197 

東京電力(株)福

島第一原子力発

電所における汚

染水問題に関す

る基本方針 

 2013.9.3 

政府の原

子力災害

対策本部 

汚染水問題に関する政府の

基本方針の内容 

198 

福島第一原子力

発電所における

汚染水処理とト

リチウム水の保

管状況 

写

し 
2014年1月15日 

東京電力

株式会社 

処理水の貯蔵量及び貯蔵状

況等。 

199 
時事ドットコム

ウェブサイト 

写

し 
2015年2月24日 

株式会社

時事通信

社 

汚染水が外洋に流出してい

たこと等。 

200 ロイターウェブ 写 2015年1月30日 ト ム ソ 安倍晋三首相が福島原発事



 8 

甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

サイト し ン・ロイ

ター・マ

ーケッツ

株式会社 

故が収束していない旨述べ

ていること等。 

201 
原発震災破滅を

避けるために 
 1997.10 

神戸大学

名 誉 教

授・石橋

克彦 

活断層の有無とは無関係に

大地震が起こりうること、し

たがって、最終処分施設が地

中深くに建設されたとして

も、１０万年もの長期間に渡

り施設自体が存続し続ける

という仮定が誤っているこ

と等。 

202 

日本学術会議 回

答「高レヘル放射

性廃棄物の処分

について」 

 2012.9.11 
日本学術

会議 

日本学術会議が、政府の諮問

に対し、現在の科学水準で

は、高レベル放射性廃棄物処

理の方法について疑義が呈

され「政策の抜本的見直し」

を行うべきである旨回答し

ている 

以 上 

 


